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法改正への対応のために！   

省エネ法定期報告の改正ポイントと書き方の注意点!! 

【個別指導付】 

～本年７月の新しい定期報告書作成に向けての確認～ 

 
よくある間違いを含めて、定期報告書作成実務について具体的に解説します。 
ご希望の方は、個別相談コーナーで講師陣による個別指導も受けられます。 

ご案内のとおり、改正省エネ法は平成２５年５月に公布されたのち、関連する政省令・告示等が

すべて整備され、平成２６年４月１日から施行されました。１年間の周知及びデータ収集のための期

間を経て、いよいよ、法改正後初めての定期報告書提出期限が平成２７年７月末日に訪れます。 

今回の改正は、法の目的としての『エネルギーの使用の合理化に関する所要の措置』に加えて、

『電気の需要の平準化に関する所要の措置』を新しく追加するという主旨の改正ですから、省エ

ネ法の基本的な考え方の変更を含む比較的大きな改正となり、事業者への影響は少なくありませ

ん。本講座では、新しい「改正法・政令・省令相互対照表」を使用して、改正点のポイントを具

体的に分かりやすく解説します。また、改正法への事業者の対応としては、上記改正点を踏まえて、

従来の定期報告書書式に追加された事項に関する、データの収集、集計、報告書書式への記入の方法、

及びこの一連の取扱い手順に係る注意すべき事項について具体的に解説します。特によくある間違いに

ついては、具体的に例をあげて説明いたします。 

また、すでに定期報告書の作成に着手されている方は、作りかけのものでも結構ですので、ご持参く

ださい。ご希望の方を対象に、講座終了後に講師陣による相談コーナーにおいて個別にご指導をいたし

ます。 

さらに、昨年度の報告に引き続き、エネルギー消費原単位の推移が中長期的にみて年平均１％改善し

たか否か報告しなければなりません。工場等全体または工場等ごとに改善していない場合にはそれぞれ

その理由についての報告が求められます。しっかりした分析はお済みでしょうか？ 

エネルギー管理統括者・エネルギー管理企画推進者・エネルギー管理者・管理員の方、また、

それ以外の管理監督者の方はもちろん、新年度を迎え人事異動等で新しくエネルギー管理を担当

されることになる方々にも、改正省エネ法の理解、定期報告書提出への準備のために、当講座へ

のご参加を重ねてお勧めいたします。 
記 

１．開催日時：平成 27 年5 月 19 日（火）９：３０～１２：３０ 
2. 会場：一般財団法人省エネルギーセンター 

3. 募集人員：20 名 

4.カリキュラム： 
時間帯 内 容 

9：30 ～10：30 

改正法関係全般 改正のポイント、電気需要平準化時間帯とは、 

データ集計方法 平準化時間帯の電気、新電力からの購入電気の取扱い 

定期報告書書式 エネルギー使用量集計、電気需要平準化評価原単位の計算 

        事業者全体の判断基準（ア～クまで）の遵守状況 

エネルギー消費原単位５年度間推移 

10：30～11：30 作成上の注意   作成上の注意とよくある間違い事例 

11：30～12：30 

個別相談      講師陣による個別相談受付 

（ご相談希望者が多数の場合は、午後に別途コーナーを設けて行う場合がありま

すことを、予めご了承ください） 

 

 関係部署にご回覧下さい 

  

お申し込みの方には会場

案内図をお送りします 



 
 
  
 
１．募 集 人 員   ２0 名(最少開催人員１０名)（お申込先着順） 
 
２．申込み方法  下記の参加申込書に記入後、ファックスまたはＥ-mail にて送信してく

ださい。受付次第、受講票･請求書･会場案内図を郵送いたします。 
 
３．受 講 料  賛 助 会 員    10,800 円 
  （消費税等込）  一     般     12,960 円 
 
４．支払い方法  請求書がお手元に到着次第、指定口座にお振り込みください。 

 （振込み手数料はご負担いただきますようお願いします） 
 

(注) 実施１週間以内のキャンセルについては、理由の如何を問わず受講料はご請

求させて頂きます。代理の方の出席をご検討下さい。 
 
５．問い合わせ先 （一財）省エネルギーセンター 人材育成事業部 「講座」係 

〒108-0023 東京都港区芝浦2-11-5 五十嵐ビルディング 

TEL： 03-5439-9774  FAX： 03-5439-9776 
Ｅ-mail：teceduc@eccj.or.jp 
   

 
（ 切り取らずに送信して下さい ）                               

  

 

 参 加 申 込 書      平成 27 年  月  日 

参加希望日欄の該当するマス内に○印をご記入ください      
 
会社名 指定工場○印 賛助会員番号 

 
第1種 第2種  

住 所 〒 TEL： 
 FAX： 

申込責任者 氏名  所属部署・役職名 

5/19 
（火） 

受講者氏名 所   属  部   署 受 講 料 個別指導希望 

      
円  

      
円  

      
円  

 
  

 今回のようなご案内の送付を希望される方は E-mail のアドレスをお書きください 

  

 
 
 

申し込み要領 

▼ FAX:03-5439-9776 または E-mail：teceduc@eccj.or.jp まで 

「省エネ法定期報告の改正ポイントと書き方の注意点!!【個別指導付】」 

mailto:teceduc@eccj.or.jp

